
藤 沢 税 務 署 の 主 な 人 事 異 動

埀野副署長 二野１統括 岡崎調査官松永上席

【　新 (留 ) 任　】 （敬称略）

職　　名 氏　名 前　　　任　　　地
署 長 白　田　徳　秀 東京国税局　課税第二部　資料調査第二課　課長
副 署 長 ( 法 人 ) 埀　野　幸　二 国税庁長官官房　相互協議室　企画専門官
副 署 長 ( 総 務 ) 嘉手川　　　忍 沖縄国税事務所　総務課　課長補佐
副 署 長 ( 個 人 ) 中　島　文　彦 留任
総 務 課 長 和　島　利　幸 横須賀税務署　総務課　課長
税 務 広 報 広 聴 官 市　川　由　佳 留任
税 務 広 報 広 聴 官 鈴　木　絵　里 豊島税務署　酒類指導官　総括上席国税調査官
特 別 国 税 調 査 官 ( 法 人 ) 藤　本　竜　幸 小田原税務署　特別国税調査官（法人）
特 別 国 税 調 査 官 ( 法 人 ) 天　海　　　健 横浜中税務署　法人課税第１部門　統括国税調査官
法人課税第１部門統括官 二　野　裕　史 留任
法人課税第２部門統括官 佐　藤　好　秀 平塚税務署　法人課税第４部門　統括国税調査官
法人課税第３部門統括官 井　上　章　子 大和税務署　法人課税第３部門　統括国税調査官
法人課税第４部門統括官 松　波　智　之 町田税務署　法人課税第２部門　統括国税調査官
法人課税第５部門統括官 大　野　牧　子 東京国税局　査察部　査察開発課　情報技術専門官
法人課税第６部門統括官 茂　木　志　麻 神奈川税務署　法人課税第７部門　統括国税調査官
連 絡 調 整 官 大　塚　由　貴 東京国税局　調査第一部　調査総括課　国税調査官
法人課税第１部門上席調査官 松　永　秀　行 藤沢税務署　法人課税第４部門　上席国税調査官
法人課税第１部門調査官 岡　崎　崇　志 留任

【　転　任　】 （敬称略）

職　　名 氏　名 赴　　　任　　　地
署 長 渡　邉　精　一 勇退
副 署 長 ( 法 人 ) 土　屋　澄　生 横浜南税務署　特別国税調査官（法人）
副 署 長 ( 総 務 ) 井　上　　　文 税務大学校　和光校舎　研究部　教授
総 務 課 長 高　崎　健　治 武蔵府中税務署　特別国税調査官（所得）
税 務 広 報 広 聴 官 鳥　居　郁　子 八王子税務署　個人課税第 3部門　統括国税調査官
特 別 国 税 調 査 官（ 法 人 ）野　村　昭　夫 麻布税務署　特別国税調査官（法人）
特 別 国 税 調 査 官（ 法 人 ）望　月　　　真 鶴見税務署　特別国税調査官 (法人 )付　国税調査官
法人課税第 2 部 門 統括官 嵐　　　健　治 横浜中税務署　法人課税第 8部門　統括国税調査官
法人課税第 3 部 門 統括官 平　松　武　義 横須賀税務署　法人課税第 3部門　統括国税調査官
法人課税第 4 部 門 統括官 岩　崎　圭　司 東京国税局　査察部　査察第 30部門　主査
法人課税第 5 部 門 統括官 吉　岡　忠　宣 四谷税務署　(法人調査 (法人税等 )担当 )情報技術専門官
法人課税第 6 部 門 統括官 柳　井　理絵子 鶴見税務署　法人課税第 3部門　統括国税調査官
連 絡 調 整 官 川　村　　　武 東京国税局　査察部　査察第 37部門　主査
法人課税第 1 部 門 調査官 木　下　真　輔 藤沢税務署　法人課税第 3部門　国税調査官
※法人課税第１部門調査官は法人会担当者のみ記載
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藤沢法人会は
e-Taxを推進しています！

藤 沢 税 務 署 の 人 事 異 動 ７ 月 10 日 発 令

任 の 御 挨 拶

白
し ら

田
た

　徳
の り

秀
ひ で

藤沢税務署長

署

着

長に白田氏

　公益社団法人藤沢法人会におかれましては、 相原会
長をはじめ役員の皆様方より、平素から税務行政の円
滑な運営につきまして、深いご理解と多大なるご協力
を賜り、厚く御礼申し上げます。
　私は、この度の人事異動により、東京国税局課税第
二部資料調査課から藤沢税務署長として転任して参り
ました。前任の渡邉同様、よろしくお願い申し上げま
す。
　藤沢税務署は、藤沢市、茅ヶ崎市及び寒川町を管轄
し、それぞれ、江の島をはじめ、 湘南海岸の一翼サザ
ンビーチ、全国唯一の八方除の守護神で知られる寒川
神社を有する一大観光地でもあります。
　コロナ禍が一段落したこともあり、各種イベントも
復活し、日本国内だけでなく海外からも訪れる多くの
観光客で賑わう日々が戻ってまいりました。
　このような地域を管轄する税務署長としましては、
大変誇らしく思うと同時に責任の重さを感じておりま
す。
　貴会に置かれましては、税の広報活動や 「租税教
室」・「税に関する絵はがきコンクール」等の租税教育
の推進に真摯に取り組んでおられることに対しまし
て、改めて感謝申し上げます。
　東京国税局では、複数の税務署の内部事務を集約処
理する「内部事務のセンター化」を進めております。
藤沢税務署では、7 月 10 日から平塚税務署内にあり
ます業務センターにおいて内部事務処理を行っていま
す。納税証明の交付や国税の納付については、従来ど
おり藤沢税務署の窓口で対応しますが、申告書や申請

書等については、7 月 10 日以降、業務センターで処
理を行うこととなりますので、申告書や申請書等を書
面で提出する際には、平塚税務署内の業務センターに
郵送していただきますようお願い申し上げます。
　さて、国税当局では「納税者の利便性の向上」と

「課税・徴収事務の効率化・高度化等」に新たに「事
業者のデジタル化促進」を加えた 3 つの柱に基づい
て施策を進めていく方針ですが、特に事業者のデジ
タル化を進めていく上では法人会の方々との連携が
欠かせないものであります。令和 5 年の確定申告か
らは、e-Tax で提出された給与所得の源泉徴収票の
情報がマイナポータル連携による自動入力の対象とな
り、マイナンバーカードを利用した確定申告の利便性
が大幅に向上することから、給与所得の源泉徴収票を
e-Tax で提出いただくよう、会員の皆様へ周知をお
願いいたします。
　また、インボイス制度がいよいよ本年 10 月から開
始されます。国税当局といたしましても事業者の皆様
に制度開始を円滑に迎えていただくには、周知・広報
等の取組を加速・強化していくことが重要であり、法
人会の皆様方との緊密な連携が必要不可欠だと考えて
おりますので、引き続きご協力を賜りますようよろし
くお願いいたします。
　結びにあたりまして、公益社団法人藤沢法人会の
益々のご発展とともに、会員の方々の事業のご繁栄、
併せて、皆様の健康を祈念いたしまして、着任の挨拶
とさせていただきます。

　藤沢税務署の定時異動が７月 10 日発令され、渡邉精一署長は勇退され、新署長に東京国税局から白田徳秀氏が
着任されました。法人課税部門では土屋澄生副署長が横浜南税務署へ特別国税調査官として転出され、国税庁から
埀野幸二氏が法人担当副署長として着任されました。
　また、二野裕史法人課税第１部門統括国税調査官は留任されました。
　今後は、法人会の様々な事業にご臨席いただきますので、会員企業の皆様にお
かれましては、是非とも法人会事業にご参加いただき、交流を深めていただけれ
ばと思います。
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